
（単位：百万円）
A Ｂ Ｃ（Ｂ-A） Ｄ（Ｂ÷A）

町税 2,683 2,860 177 106.60%

地方譲与税 150 179 29 119.33%

利子割交付金 3 2 ▲ 1 66.67%

配当割交付金 15 5 ▲ 10 33.33%

株式等譲渡所得割交付金 17 11 ▲ 6 64.71%

地方消費税交付金 674 531 ▲ 143 78.78%

環境性能割交付金 0 9 9 皆増

法人事業税交付金 0 11 11 皆増

国有提供施設等所在市町村助成交付金 8 7 ▲ 1 87.50%

地方特例交付金 5 13 8 260.00%

地方交付税 5,646 6,285 639 111.32%

交通安全対策特別交付金 3 3 0 100.00%

分担金及び負担金 208 317 109 152.40%

使用料及び手数料 453 466 13 102.87%

国庫支出金 1,755 3,163 1,408 180.23%

道支出金 958 1,107 149 115.55%

財産収入 200 196 ▲ 4 98.00%

寄附金 60 199 139 331.67%

繰入金 0 569 569 皆増

繰越金 40 161 121 402.50%

諸収入 327 1,296 969 396.33%

地方債 1,498 1,412 ▲ 86 94.26%

歳入合計　（ア） 14,703 18,802 4,099 127.88%

A Ｂ Ｃ（Ｂ-A） Ｄ（Ｂ÷A）

人件費 1,982 2,118 136 106.86%

物件費 1,728 2,782 1,054 161.00%

維持補修費 200 266 66 133.00%

扶助費 2,548 2,341 ▲ 207 91.88%

補助費等 2,760 4,234 1,474 153.41%

公債費 1,994 2,233 239 111.99%

積立金 470 1,442 972 306.81%

投資・出資金・貸付金 152 89 ▲ 63 58.55%

繰出金 1,322 1,072 ▲ 250 81.09%

投資的経費 1,500 2,132 632 142.13%

予備費 0 0 0 -

歳出合計　（イ) 14,656 18,709 4,053 127.65%

収支　（ア）-（イ) 47 93 46

財政調整基金積立額 350 287 ▲ 63 82.00%

財政調整金取崩額 0 13 13 皆増

財政調整基金残高 988 1,064 76 107.69%

地方債発行額 1,498 1,520 22 101.47%

地方債償還額 1,994 2,126 132 106.62%

地方債残高 19,190 20,284 1,094 105.70%

経常収支比率 92.7%

実質公債費比率 9.0%

将来負担比率 55.3%

自主財源比率 27.0%

新ひだか町新財政計画の評価（令和３年度）

　平成２８年度に策定しました新ひだか町新財政計画は、平成２９年度から令和３年度までの５カ年を計画期間とし、３つの計画目標を掲げ

ています。

　　① 予算規模の縮小…年度ごとに段階的に予算規模を縮小していくための数値目標を設定しています。

　　② 財政調整基金残高の増額…基金の残高を本町の標準財政規模の約１０％となる10億円まで増額することを目標としています。

　　③ 地方債残高の減少…将来世代に大きな負担を残さないよう着実に地方債残高を減少させることを目標としています。

財政計画目標値
に対する実績値

計画値に対する増減額 計画値に対する増減率歳　　　入 令和３年度
財政計画目標値

歳　　出 令和３年度
財政計画目標値

財政計画目標値
に対する実績値

計画値に対する増減額 計画値に対する増減率



計画の評価

１．予算規模の縮小
①歳出
　計画目標値の歳出合計146億5,600万円に対して、実績値の歳出合計は187億900万円となり、計画値

を40億5,300万円上回る結果となりました。

　主な要因として、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業の影響により

物件費及び補助費等が増加したほか、公営住宅建設事業などの投資的経費が増加などが影響し、計画

値を上回る結果となっております。

②歳入
　計画目標値の歳入合計147億300万円に対して、実績値の歳入合計は188億200万円となり、計画値を

40億9,900万円上回る結果となりました。

　主な要因として、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の皆増による国庫支出金が増

加したほか、ＪＲ日高線の廃線に伴うＪＲ北海道からの支援金の皆増などが影響し、計画値を上回る

結果となっております。

２．基金残高の増額
　財政調整基金残高の目標値9億8,800万円に対して、実績値は10億6,400万円となり、計画値を7,600

万円上回る結果となりました。

　これにより、計画目標として掲げていた基金残高を標準財政規模の約10％となる10億円を目指す目

標を達成しております。

３．地方債残高の減少
　地方債残高の目標値191億9,000万円に対して、実績値は202億8,400万円となり、計画値を10億

9,400万円上回る結果となりました。

　これは、公営住宅建設事業に係る地方債の増加などが影響し、計画値を上回る結果となりました。

●評価
　主に新型コロナウイルス対応の各種感染予防等対策経費や、ワクチン接種事業経費、住民税非課税

世帯等臨時特別給付金支給事業経費などが影響し、予算規模が大きく膨れ上がり、計画目標値を大き

く上回る結果となりました。

　令和3年度が本計画の最終年度となりますが、計画目標に掲げていた「基金残高の増額」では、財

政調整基金残高を標準財政規模の約10％である10億円を目指す目標を達成しました。

　また、「地方債残高の減少」では新規起債発行の抑制や、後年度の元利償還金に対して交付税算入

率の高い地方債を選択するなど、地方債残高の減少に努めてきましたが、公営住宅建設事業や高度無

線環境整備推進事業などの影響により、目標値より実績値が上回る結果となりました。今後において

も引き続き地方債残高の減少に努めるとともに、公共事業によって新たに地方債を発行する場合は、

交付税算入率の高い地方債の活用に努めます。


